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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 

自平成15年 
4月 1日 

至平成15年 
9月30日 

自平成16年
4月 1日 

至平成16年 
9月30日 

自平成17年
4月 1日 

至平成17年 
9月30日 

自平成15年
4月 1日 

至平成16年 
3月31日 

自平成16年 
4月 1日 

至平成17年 
3月31日 

(1)連結経営指標等   

売上高（百万円） 6,271 8,633 7,363 20,067 25,046

経常利益又は 
経常損失(△)(百万円） 

87 196 △224 402 622

中間（当期）純利益 
又は中間純損失(△) 
（百万円） 

68 78 △185 232 285

純資産額（百万円） 3,330 3,624 3,505 3,641 3,792

総資産額（百万円） 23,532 27,612 28,930 21,607 24,988

１株当たり純資産額（円） 151.40 164.80 159.39 164.99 171.18

１株当たり中間（当期）純利
益又は中間純損失(△)（円） 

3.10 3.55 △8.42 9.99 11.73

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 14.2 13.1 12.1 16.9 15.2

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

1,214 △722 △3,864 3,781 △5

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△1,015 △334 △720 △282 △423

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△965 793 3,620 △3,343 522

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（百万円） 

1,755 2,412 1,806 2,676 2,770

従業員数（人）     713    1,078   1,042    702    1,059 

(2)提出会社の経営指標等   

売上高（百万円） 5,922 8,245 6,967 19,163 22,807

経常利益又は 
経常損失(△)（百万円） 

60 152 △251 411 539

中間（当期）純利益又は 
中間純損失(△)（百万円） 

50 57 △177 249 265



 （注）1.売上高には、消費税等は含んでいない。 

2.潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

3.第80期中の(1)連結経営指標等の総資産額、従業員数等が増加したのは、主として平成16年9月30日で㈱ニチゾウアイエム

シーを連結範囲に含めたためである。 

4.第80期の(1)連結経営指標等の売上高、総資産額、従業員数等が増加したのは、主として平成16年9月30日で㈱ニチゾウア

イエムシーを連結範囲に含めたためである。 

 また、第80期の(2)提出会社の経営指標等の売上高、総資産額、従業員数等が増加したのは、主として平成17年1月1日で

㈱ニチゾウアイエムシーと合併したためである。 

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 

自平成15年 
4月 1日 

至平成15年 
9月30日 

自平成16年
4月 1日 

至平成16年 
9月30日 

自平成17年
4月 1日 

至平成17年 
9月30日 

自平成15年
4月 1日 

至平成16年 
3月31日 

自平成16年 
4月 1日 

至平成17年 
3月31日 

資本金（百万円） 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100

発行済株式総数（千株） 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000

純資産額（百万円） 3,607 3,919 3,806 3,953 4,079

総資産額（百万円） 23,533 23,017 28,961 21,663 25,039

１株当たり純資産額（円） 163.99 178.18 173.08 179.18 184.71

１株当たり中間（当期）純利
益又は中間純損失(△)（円） 

2.29 2.61 △8.05 10.77 11.29

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当
額（円） 

－ － － 4.00 5.00

自己資本比率（％） 15.3 17.0 13.1 18.3 16.3

従業員数（人） 379 383 720 379 746



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社における異動もない。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

    

  



４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）1.従業員数（嘱託42名を含む）は、平成17年9月30日現在の就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者並びに当

社グループ外から当社グループへの出向者はいない。）である。 

2.全社（共通）として記載している従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に所属している従業員である。 

3.平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数（嘱託30名を含む）は、平成17年9月30日現在の就業人員（当社から他社への出向者を除く）である。 

  

(3)労働組合の状況 

    当社グループの組合組織は、内海造船労働組合(組合員数451名)及びニチゾウアイエムシー労働組合(組合員数288名)で組織

されており、日本基幹産業労働組合連合会に属している。 

 なお、労使関係は極めて健全に運営されており、特に記載すべき事項はない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

船舶事業 853 

陸上事業 80 

サービス事業 39 

全社（共通） 70 

合計 1,042 

従業員数（人）                720 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間の我が国経済は、中国を中心としたアジア向け輸出が緩やかながら増加を続け、好調な企業収益を背景

に設備投資は、増加基調を強め、そのもとで個人消費は底堅く推移するなど景気は踊り場の局面を脱し、回復基調を呈してき

た。 

 このような状況のもと、当中間連結会計期間の業績については、新造船の売上隻数が下期に集中（上期１隻下期５隻、年間

合計６隻）し、新造船の売上高が前中間連結会計期間と比べ１隻減少（２隻→１隻）したことで、売上高は73億63百万円（前

中間比14.7％減）となり、損益も固定費の回収不足により営業損失1億14百万円（前年同期は2億49百万円の利益）、経常損失2

億24百万円（前年同期は1億96百万円の利益）、中間純損失1億85百万円（前年同期は78百万円の利益）となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

  

①船舶事業部門 

 当社の基幹事業である造船業界においては、原油価格高騰による燃料費上昇が海運市況に影を落としたものの、依然とし

て、アジア向けの鉄鋼・エネルギー資源の輸送量が高水準を維持し、引続き船舶需要が高いまま推移した。これに伴い新造船

船価も改善傾向にあるが、鋼材需給の逼迫や資機材価格の上昇などコスト高の要因も多く原材料市場の動向に注意しながらの

受注競争となった。 

 この状況下、売上高は62億43百万円（前中間比24.7％減）、営業利益は2億54百万円（前中間比49.9％減）となった。 

 当中間連結会計期間の受注の状況は、新造船の商談は前期に引続き活発化し、船価は上昇傾向にあるが、鋼材の調達及び鋼

材をはじめとする資材費アップの動向を見極めるため、受注成約には慎重を期しながら受注活動を行った。 

この結果、受注高は61億91百万円（前中間比26.1％減）、受注残高は633億3百万円（前中間比37.2％増）となった。 

 なお、新造船の手持工事量は、引渡ベースで約2.5年間分の工事量を確保している。 

  

②陸上事業部門 

 民間設備投資は緩やかながら回復の兆しがみられるものの、公共投資が更に減少し、厳しい状況が続いた。 

 この状況下、売上高は8億93百万円（前中間比787.8％増）、営業利益は20百万円（前中間比128.5％増）となった。 

 当中間連結会計期間の受注の状況は、受注高は11億29百万円（前中間比575.2％増）、受注残高は14億85百万円（前中間比

30.0％増）となった。 

  

③サービス事業 

 個人消費は依然として停滞するなど厳しい状況が続いた。 

 この状況下、売上高は2億27百万円（前中間比7.3％減）、営業利益は3百万円（前年同期は12百万円の損失）となった。 

  

 なお、各セグメントの売上高については、外部顧客に対する売上高を記載している。 

 また、上記の金額には、消費税等を含んでいない。 

  



(2)キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末おける現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より9億64百万円減少し、

18億6百万円となった。 

  

 各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりである。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は38億64百万円（前年同期は7億22百万円支出）となった。 

 この内容は、たな卸資産の増加51億97百万円、仕入債務の減少14億46百万円等による資金の減少と前受金の増加23億97百

万円等による資金の増加との差引減少である。この要因は、新造船の売上隻数が下期に集中（上期１隻、下期５隻、年間合

計６隻）することにより、上期の売上高が極端に少なく、また、仕掛（半成）工事が多く発生することによるものである。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は7億20百万円（前年同期は3億34百万円支出）となった。 

 これは、固定資産取得のための支出7億11百万円が要因である。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は36億20百万円（前年同期は7億93百万円獲得）となった。 

 これは、営業活動及び投資活動の結果使用した資金を借入調達したことが要因である。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの生産実績は次のとおりである。 

 （注）1.金額は当中間連結会計期間の製造原価によっている。 

2.内部取引は控除している。 

3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。 

  

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの受注実績は次のとおりである。 

 （注）1.前期に受注したもので、当中間連結会計期間に値引、値増のあったものは受注高で修正した。 

2.外部顧客に対する受注高及び受注残高を記載している。 

3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は次のとおりである。 

 （注）1.外部顧客に対する販売実績を記載している。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

船舶事業 10,777 26.0 

陸上事業 1,015 716.7 

合計 11,793 35.9 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 受注残高 

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

船舶事業 6,191 △26.1 63,303 37.2 

陸上事業 1,129 575.2 1,485 30.0 

サービス事業 227 △7.3 － － 

合計 7,547 △14.2 64,789 37.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

船舶事業 6,243 △24.7 

陸上事業 893 787.8 

サービス事業 227 △7.3 

合計 7,363 △14.7 



2.総販売高に対する割合が10％以上の販売先に対する販売実績は次のとおりである。 

3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。 

  

３【対処すべき課題】 

 我が国造船業界は、海運市況が今後も好調を維持し、造船需要の増大に伴い船価は改善していくものと期待するが、鋼材需給

逼迫の影響及び鋼材をはじめ資機材価格の先行き不透明感は完全には払拭されない状況にあるため、受注活動は慎重に進めなが

ら、きめ細かい営業展開とさらなるコストダウンにより収益確保に努力する所存である。 

 また、陸上事業は、地方の緊縮財政政策は続くと見られ、公共事業の大幅な回復は望めず、厳しい状況が続くと思われること

から、子会社・㈱テスビックと平成18年1月1日で合併し、㈱テスビックの主力事業である土木建設業を当社の陸機事業部の所轄

とし、経営の効率化、人的資源等を有効に活用し、視野を広げ、広範囲に営業を行い、業績向上に努力する所存である。 

今後の課題としては、当社は、フルパナマックスの建造に向けて整備を進めている因島工場での受注を念頭に、高付加価値船

の開発と多様な船種・船型によるプロダクトミックスを推進するとともに、受注段階から営業・設計・資材・製造部門の一貫し

た体制で取り組み、リスク管理の徹底、品質向上、コストダウンに努め、業績の向上に全力を尽くす所存である。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

   当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動は、船舶事業において大型プロダクトタンカーの船型開発などを

行っている。 

 なお、当中間連結会計期間に支出した研究開発費の総額は2百万円である。 

  

  

  販売先 工事内容 総販売高に対する割合・金額 

前中間連結会計期間 

DIAMOND PRODUCT TANKER 
S.A 

プロダクトタンカー船１隻
建造 

35％～40％ 
（3,021～3,453百万円） 

GOLDEN PRODUCT TANKERS 
S.A. 

プロダクトタンカー船１隻
建造 

35％～40％ 
（3,021～3,453百万円） 

  合計   
70％～75％ 

（6,043～6,475百万円） 

当中間連結会計期間 
NEW SEAGULL SHIPPING 
S.A. 

プロダクトタンカー船１隻
建造 

45％～50％ 
（3,313～3,681百万円） 

  合計   
45％～50％ 

（3,313～3,681百万円） 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。また、

新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 定款での定めは、次のとおりである。 

当社の発行する株式の総数は80,000,000株とする。但し、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ず

る。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年9月30日） 

提出日現在発行数（株）
  

（平成17年12月26日） 
上場証券取引所名 内容 

普通株式 22,000,000 22,000,000
㈱東京証券取引所
㈱大阪証券取引所 
（各市場第二部） 

完全議決権株
式であり、権
利内容に何ら
限定のない当
社における標
準となる株式 

計 22,000,000 22,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成17年4月1日～ 
平成17年9月30日 

－ 22,000 － 1,100 － 275



(4）【大株主の状況】 

 （注）1.上記、ＵＦＪ信託銀行株式会社は、平成17年10月1日付で、三菱信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦJ信託銀行株式会社

となっている。 

2.グレートビジョン株式会社(GREAT VISION MANAGEMENT LTD)から平成17年11月14日付で関東財務局長に提出された大量保有

報告書により、平成17年11月10日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間末

時点の実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。 

     なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりである。 

  

    平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北1丁目7－89 11,692 53.14 

シティグループグローバルマ 
ーケッツインク 
（常任代理人 日興シティグ
ループ証券株式会社） 

388 GREENWICH STREET NEW YORK,N.Y.
10013 U.S.A 
（東京都港区赤坂5丁目2－20） 

1,449 6.58 

株式会社広島銀行 
（常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社） 

広島市中区紙屋町1丁目3－8
（東京都中央区晴海1丁目8番12号） 

1,095 4.97 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1丁目26－1 632 2.87 

二神 勇 広島県因島市土生町1899－22 316 1.43 

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町2丁目2－3 290 1.31 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2－10 235 1.06 

関西ペイント株式会社 大阪市中央区伏見町4丁目3－6 227 1.03 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目4－3 220 1.00 

東京海上日動火災保険株式会
社 

東京都千代田区丸の内1丁目2－1 201 0.91 

合計 － 16,358 74.35 

大量保有者名 
グレートビジョン株式会社 

(GREAT VISION MANAGEMENT LTD) 

保有株式数 1,113千株 

株式保有割合         5.05% 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が28,000株含まれている。また、「議決権

の数(個)」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

  平成17年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式    8,000 

－
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,927,000 21,927 同上 

単元未満株式 普通株式   65,000 － 同上 

発行済株式総数 22,000,000 － － 

総株主の議決権 － 21,927 － 

    平成17年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）   

内海造船株式会社 
広島県豊田郡瀬戸
田町大字沢226番
地の6 

8,000 － 8,000 0.03 

計 － 8,000 － 8,000 0.03 

月別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 268 246 260 249 349 662 

最低（円） 217 223 240 235 231 350 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前の

中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間

財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）及び前中間

会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）

及び当中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法

人により中間監査を受けている。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ．流動資産       

 1．現金及び預金    2,772 1,857  2,809 

 2．受取手形及び売掛 
  金 

   4,164 3,584  4,093 

 3．有価証券    100 －  － 

 4．たな卸資産    9,031 11,361  6,163 

 5．前渡金    372 473  408 

 6．繰延税金資産    80 105  51 

 7．その他    459 561  463 

貸倒引当金    △32 △26  △26 

流動資産合計    16,948 61.4 17,915 61.9  13,963 55.9

Ⅱ．固定資産       

 1．有形固定資産       

 (1)建物 ※1,2 1,717  1,886 1,887  

 (2)構築物及び 
   ドック船台 

※1,2 1,441  1,494 1,519  

 (3)機械装置及び 
   運搬具 

※1,2 1,501  1,741 1,879  

 (4)工具器具備品 ※1 329  354 330  

 (5)土地 ※2 3,933  3,933 3,933  

 (6)建設仮勘定   179  229 128  

有形固定資産合計    9,104 9,640  9,678 

 2．無形固定資産    155 120  137 

 3．投資その他の資産       

 (1)投資有価証券 
   その他 

  1,630  1,514 1,503  

貸倒引当金   △226  △261 △295  

投資その他の資産
合計 

   1,403 1,253  1,208 

固定資産合計    10,663 38.6 11,014 38.1  11,024 44.1

資産合計    27,612 100.0 28,930 100.0  24,988 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ．流動負債       

 1．支払手形及び買掛
金 

   7,178 4,959  6,311 

 2．短期借入金 ※2  3,319 5,413  2,283 

 3．未払費用    1,167 699  866 

 4．未払法人税等    38 47  122 

 5．前受金    6,762 7,498  5,100 

 6．船舶保証工事引当
金 

   43 50  39 

 7．その他    377 239  619 

流動負債合計    18,887 68.4 18,907 65.4  15,343 61.4

Ⅱ．固定負債       

 1．長期借入金 ※2  2,855 4,222  3,622 

 2．再評価に係る繰延 
  税金負債 

   1,104 1,104  1,104 

 3．退職給付引当金    1,057 1,138  1,073 

 4．役員退職慰労引当
金 

   82 51  51 

固定負債合計    5,099 18.5 6,517 22.5  5,852 23.4

負債合計    23,987 86.9 25,425 87.9  21,196 84.8

（資本の部）       

Ⅰ．資本金    1,100 4.0 1,100 3.8  1,100 4.4

Ⅱ．資本剰余金    530 1.9 530 1.8  530 2.1

Ⅲ．利益剰余金    210 0.8 107 0.4  425 1.7

Ⅳ．土地再評価差額金    1,670 6.0 1,670 5.8  1,670 6.7

Ⅴ．その他有価証券評価
差額金 

   113 0.4 97 0.3  66 0.3

Ⅵ．自己株式    △0 △0.0 △1 △0.0  △1 △0.0

資本合計    3,624 13.1 3,505 12.1  3,792 15.2

負債・資本合計    27,612 100.0 28,930 100.0  24,988 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高    8,633 100.0 7,363 100.0  25,046 100.0

Ⅱ．売上原価    7,859 91.0 6,746 91.6  23,025 91.9

売上総利益    773 9.0 616 8.4  2,020 8.1

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

      

 1．役員報酬   64  84 143  

 2．給料手当   133  177 319  

 3．賞与   19  5 33  

 4．退職給付費用   15  17 34  

 5．役員退職慰労引当 
  金繰入額 

  6  18 14  

 6．福利厚生費   29  37 62  

 7．旅費交通費   25  30 62  

 8．賃借料   36  52 76  

 9．減価償却費   22  28 55  

10．交際費   22  25 47  

11．見積設計費   20  39 67  

12．貸倒引当金繰入額   －  5 －  

13．その他   127 523 6.1 208 731 9.9 325 1,245 5.0

営業利益又は 
営業損失(△） 

   249 2.9 △114 △1.5  774 3.1

Ⅳ．営業外収益       

 1．受取利息   0  0 0  

 2．受取配当金   6  6 9  

 3．その他   10 17 0.2 3 9 0.1 10 19 0.1

Ⅴ．営業外費用       

 1．支払利息   60  77 133  

 2．前受金保証料   －  20 －  

 3．その他   10 70 0.8 22 119 1.6 37 171 0.7

経常利益又は 
経常損失(△) 

   196 2.3 △224 △3.0  622 2.5



  

  

    
前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ．特別利益       

  1．投資有価証券売却
益 

  － － － － － － 115 115 0.5

Ⅶ．特別損失       

 1．固定資産除却損 ※ 9  － 42  

 2．貸倒引当金繰入額   －  － 63  

 3．台風災害復旧損    －  － 5  

 4．投資有価証券評価
損 

  －  － 0  

 5．ゴルフ会員権評価
損 

  － 9 0.1 － － － 5 117 0.5

税金等調整前中間
（当期）純利益 
又は税金等調整前中
間純損失(△) 

   187 2.2 △224 △3.0  620 2.5

法人税、住民税及び
事業税 

  28  41 112  

法人税等調整額   80 108 1.3 △81 △39 △0.5 221 334 1.3

中間（当期）純利益 
又は中間純損失(△) 

   78 0.9 △185 △2.5  285 1.2

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ．資本剰余金期首残高    530 530  530

Ⅱ. 資本剰余金増加高     

 1.合併差益   － － － － 0 0

Ⅲ．資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   530 530  530

（利益剰余金の部）     

Ⅰ．利益剰余金期首残高    235 425  235

Ⅱ．利益剰余金増加高     

 1．連結範囲の変更に伴 

  う剰余金増加高 
  － － 7 

 2．中間（当期）純利益   78 78 － － 285 293

Ⅲ．利益剰余金減少高     

 1．配当金   87 109 87 

 2．役員賞与   15 23 15 

  3．中間純損失   － 103 185 318 － 103

Ⅳ．利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   210 107  425

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間連結会計期間
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

 1．税金等調整前中間
（当期）純利益又は
税金等調整前中間純
損失（△） 

  187 △224 620 

 2．減価償却費   252 354 606 

 3．ゴルフ会員権評価損   － － 5 

 4．受取利息及び受取配
当金 

  △6 △6 △9 

 5．支払利息   60 77 133 

 6．有価証券（投資含 
む）評価損 

  － － 0 

7.有価証券（投資含 
む）売却損益（△売 
却益） 

  △2 △0 △115 

 8．有形固定資産除却損   3 2 23 

 9．役員賞与の支払額   △15 △23 △15 

10．売上債権の増加額
（△）又は減少額 

  △74 543 △69 

11．たな卸資産の増加額
（△）又は減少額 

  △1,037 △5,197 1,830 

12．仕入債務の増加額又
は減少額（△） 

  △278 △1,446 △1,333 

13．前受金の増加額又は
減少額（△） 

  701 2,397 △960 

14．引当金の増加額   1 41 35 

15．その他   △909 △572 △1,060 

小計   △1,117 △4,053 △306 

16．利息及び配当金の受
取額 

  6 6 9 

17．消費税等の還付額   460 381 460 

18．利息の支払額   △68 △89 △148 

19．法人税等の還付額   － － 1 

20．法人税等の支払額   △4 △108 △21 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △722 △3,864 △5 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

 1．定期預金の預入によ
る支出 

  △12 △12 － 

 2．定期預金の払戻によ
る収入 

  － － 309 

 3．有価証券（投資含
む）の取得による支
出 

  △0 △0 △0 

 4．有価証券（投資含
む）の売却による収
入 

  2 1 140 

 5．連結の範囲の変更を
伴う子会社株式の取
得による支出 

※2 △217 － △217 

 6．固定資産の取得によ
る支出 

  △154 △711 △706 

 7．貸付金の回収による
収入 

  0 0 0 

 8．その他   46 0 52 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △334 △720 △423 

Ⅲ．財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

 1．短期借入金の純増減
額（△減少） 

  827 3,086 △263 

 2．長期借入による収入   900 1,500 2,500 

 3．長期借入金の返済に
よる支出 

  △846 △855 △1,625 

 4．配当金の支払額   △87 △109 △87 

 5．その他   △0 △0 △0 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  793 3,620 522 

Ⅳ．現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ．現金及び現金同等物の
増減額（△減少） 

  △263 △964 94 

Ⅵ．現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,676 2,770 2,676 

Ⅶ．現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※1 2,412 1,806 2,770 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項  目 
前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

 1．連結の範囲に関する事項 子会社はすべて連結している。 

 当該連結子会社は、 

㈱テスビック 

㈱エヌ・エスコーポレーション 

内海エンジニアリング㈱ 

㈱ニチゾウアイエムシー 

の4社である。 

 なお、平成16年9月30日に親会

社である日立造船㈱から㈱ニチゾ

ウアイエムシーの発行済全株式を

譲受け、当中間連結会計期間から

㈱ニチゾウアイエムシーは当社の

連結子会社となった。当中間連結

財務諸表については貸借対照表の

みの連結を行っている。 

子会社はすべて連結している。 

当該連結子会社は、 

㈱テスビック 

㈱エヌ・エスコーポレーション 

内海エンジニアリング㈱ 

の3社である。 

子会社はすべて連結している。 

当該連結子会社は、 

㈱テスビック 

㈱エヌ・エスコーポレーション 

内海エンジニアリング㈱ 

の3社である。 

 なお、㈱ニチゾウアイエムシー 

は、平成16年9月30日に日立造船

㈱の保有する発行済全株式を譲受

したことで、連結の範囲に含めて

いたが、平成17年1月1日付で当社

と合併したことで、連結の範囲か

ら除いている。 

  

  

 2．持分法の適用に関する事

項 

 該当会社はない。 同左 同左 

 3．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日と、中

間連結決算日は一致している。 

同左  連結子会社の事業年度末日と、

連結決算日は一致している。 

 4．会計処理基準に関する事

項 

      

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

（その他有価証券） （その他有価証券） （その他有価証券） 

   ・時価のあるもの  ・時価のあるもの ・時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

同左 

  

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定） 

   ・時価のないもの  ・時価のないもの ・時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

   （原材料・貯蔵品・商品）  （原材料・貯蔵品・商品）  （原材料・貯蔵品・商品） 

   主として個別法及び総平均法

による原価法 

同左 

  

同左 

  

   （半成工事）  （半成工事）  （半成工事） 

   個別法による原価法 同左 同左 



  

項  目 
前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法 

 但し、平成10年4月1日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用している。 

 なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産については、

主として3年間で均等償却する

方法を採用している。 

 主な耐用年数は次のとおりで

ある。 

建物         7～65年 

構築物及びドック船台 

7～60年 

機械装置及び運搬具  2～12

年 

同左 

  

同左 

  

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   定額法 

 但し、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づ

く定額法を採用している。 

同左 同左 

(3)重要な引当金の計上基 

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

いる。 

同左 同左 

  ② 船舶保証工事引当金 ② 船舶保証工事引当金 ② 船舶保証工事引当金 

   新造船の保証工事に対する費

用支出に備えるため、保証期間

内のサービス費用見積額を計上

している。 

同左 同左 



  

項  目 
前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理している。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度より費用処理して

いる。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。な

お、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用

処理している。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度より費用処理して

いる。 

  ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 

   当社及び一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中間

連結会計期間末要支給額を計上

している。 

 当社では役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づ

く中間連結会計期間末要支給額

を計上している。 

 当社では役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づ

く連結会計期間末要支給額を計

上している。 

(4）重要な外貨建の資産ま

たは負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

同左 同左 



項  目 
前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

(6)重要なヘッジ会計の方 

  法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

いる。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を、金

利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合

は特例処理を採用している。 

同左 同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段） 

 為替予約、金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

 外貨建予定取引・外貨建預

金及び借入金利息 

同左 同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   内部規程に基づき、当社グ

ループの為替変動リスク及び

金利変動リスクをヘッジして

いる。なお、実需に関係のな

いデリバティブ取引は行って

いない。 

同左 同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジの有効性評価は、ヘ

ッジ手段とヘッジ対象の対応

関係を確認することにより行

っている。 

同左 同左 

(7)その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用している。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

 5．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から3ヶ月以内に償還期限の到

来する短期的な投資。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針第6号)を

当中間連結会計期間から適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

───── 

前中間連結会計期間
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

───── （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて

表示していた「前受金保証料」（前中間連結会計期間5百万円）につ

いては、営業外費用の総額の100分の10超となったため、当中間連結

会計期間より区分掲記している。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

 平成16年9月28日開催の当社取締

役会における決議をふまえ、当社と

連結子会社である㈱ニチゾウアイエ

ムシー（以下ＩＭＣという）は、平

成16年11月16日に、平成17年1月1日

を合併期日とする合併契約書を締結

した。なお、当社は、この合併につ

いて、商法第413条ノ3に定める簡易

合併に該当するので株主総会の承認

を得ずに行う。 

  

合併契約書の要旨は次のとおりであ

る。 

────── ────── 

 1．合併の方式     

 当社を存続会社とする吸収合併

方式で、ＩＭＣは解散する。 

    

 2．合併に際して発行する新株式お

よびその割当 

    

 当社は、ＩＭＣの発行済株式の

全株式を所有しているので、合併

に際して新株の発行は行わず、Ｉ

ＭＣの株式を消却する。 

    

 3．増加すべき資本金等の額     

 当社が合併により増加すべき資

本金、資本準備金の額は、次のと

おりとする。 

 但し、合併期日におけるＩＭＣ

の資産および負債の状況により、

双方協議のうえ、これを変更する

ことができる。 

    

(1)資本金   増加しない。     

(2)資本準備金 商法第288条ノ2

第1項第5号の超過額とする。 

    

 4．合併期日     

 合併期日は、平成17年1月1日と

する。但し、合併手続きの進行上

必要あるときは、双方協議のう

え、この期日を変更することがで

きる。 

    

 5．会社財産の引継     

 ＩＭＣの平成16年12月31日現在

の一切の資産、負債および権利義

務を合併期日において、当社に引

き継ぐ。 

    



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年3月31日） 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 ※1．有形固定資産の減価償却累計額 ※1．有形固定資産の減価償却累計額 

14,043百万円 14,569百万円 14,263百万円 

※2．担保資産及び担保付債務 ※2．担保資産及び担保付債務 ※2．担保資産及び担保付債務 

①（財団抵当） ①（財団抵当） ①（財団抵当） 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 
  
建物 432百万円

構築物及びドック船台 749 

機械装置及び運搬具 612 

土地 3,437 

計 5,232 

  
建物 406百万円

構築物及びドック船台 702 

機械装置及び運搬具 529 

土地 3,437 

計 5,075 

建物 418百万円

構築物及びドック船台 724 

機械装置及び運搬具 566 

土地 3,437 

計 5,147 

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 
  
短期借入金 850百万円

長期借入金 3,799 

（1年以内返済額を含む） 

計 4,649 

  
短期借入金 550百万円

長期借入金 4,244 

（1年以内返済額を含む） 

計 4,794 

短期借入金 550百万円

長期借入金 4,210 

（1年以内返済額を含む） 

計 4,760 

②（その他） ②（その他） ②（その他） 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 
  
建物 139百万円

土地 24 

計 163 

  
建物 133百万円

土地 24 

計 157 

建物 136百万円

土地 24 

計 160 

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 
  
長期借入金 150百万円

（1年以内返済額を含む） 

  
長期借入金 390百万円

（1年以内返済額を含む） 

長期借入金 120百万円

 （1年以内返済額を含む） 

 3．運転資金の効率的な調達を行うため、主

要取引金融機関と当座貸越契約を締結して

いる。この契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入金未実行残高等は次のとおりで

ある。 

 3．運転資金の効率的な調達を行うため、主

要取引金融機関と当座貸越契約を締結して

いる。この契約に基づく当中間連結会計期

間末の借入金未実行残高等は次のとおりで

ある。 

 3．運転資金の効率的な調達を行うため、主

要取引金融機関と当座貸越契約を締結して

いる。この契約に基づく当連結会計年度末

の借入金未実行残高等は次のとおりであ

る。 
  
当座貸越限度額 2,712百万円

借入実行残高 795 

差引額 1,917 

  
当座貸越限度額 2,112百万円

借入実行残高 1,741 

差引額 371 

当座貸越限度額 2,712百万円

借入実行残高 55 

差引額 2,657 



（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

※固定資産除却損（特別損失）の内訳は次の

とおりである。 

※      ───── 

  

※固定資産除却損（特別損失）の内訳は次の

とおりである。 
  

  

機械装置及び運搬具 2百万円

その他 7 

計 9 

  
建物 12百万円

構築物及びドック船台  17 

機械装置及び運搬具 10 

工具器具備品 1 

計 42 

前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

※1.現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※1.現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※1.現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 
  
現金及び預金勘定 2,772百万円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金 

△360 

現金及び現金同等物 2,412 

  
現金及び預金勘定 1,857百万円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金 

△51 

現金及び現金同等物 1,806 

現金及び預金勘定 2,809百万円

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金 

△39 

現金及び現金同等物 2,770 

※2.     ───── ※2.     ───── 

  

※2.株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

  

  
  

  
  
  
  

  

 株式の取得により新たに㈱ニチゾウアイ

エムシーを連結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債の内訳並びに同社株式の取

得価額と同社取得のための支出（純額）と

の関係は次のとおりである。 

    
流動資産 4,404百万円

固定資産 1,070 

流動負債 △4,340 

固定負債 △282 

連結調整勘定 △11 

㈱ニチゾウアイエムシー
株式の取得価額 

840 

㈱ニチゾウアイエムシー
現金及び現金同等物 

△622 

差引：㈱ニチゾウアイエ
ムシー取得のための支出 

217 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 1．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 1．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

項目 

有形固定資産 

無形固 
定資産 
(百万円) 

合計
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 
(百万円) 

工具器 
具備品 
(百万円) 

取得価
額相当
額 

139 145 75 360

減価償
却累計
額相当
額 

43 103 16 163

中間期
末残高
相当額 

96 42 58 197

  

項目 

有形固定資産

無形固
定資産 
(百万円)

合計
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 
(百万円)

工具器
具備品 
(百万円)

取得価
額相当
額 

147 113 66 327

減価償
却累計
額相当
額 

64 78 19 162

中間期
末残高
相当額 

83 35 46 165

項目

有形固定資産 

無形固
定資産 
(百万円) 

合計
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 
(百万円)

工具器
具備品 
(百万円) 

取得価
額相当
額 

139 112 60 313

減価償
却累計
額相当
額 

53 78 12 144

期末残
高相当
額 

86 34 48 169

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

 2．未経過リース料中間期末残高相当額  2．未経過リース料中間期末残高相当額  2．未経過リース料期末残高相当額 
  

1年以内 56百万円

1年超 140 

計 197 

  
1年以内 52百万円

1年超 112 

計 165 

1年以内 52百万円

1年超 117 

計 169 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

している。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。 

 3．支払リース料及び減価償却費相当額  3．支払リース料及び減価償却費相当額  3．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 25百万円

減価償却費相当額 25 

  
支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28 

支払リース料 50百万円

減価償却費相当額 50 

 4．減価償却費相当額の算定方法  4．減価償却費相当額の算定方法  4．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日現在） 

  

1．時価のある有価証券 

  

2．時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日現在） 

  

1．時価のある有価証券 

  

2．時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券 

株式 255 445 190 

債券 － － － 

その他 － － － 

計 255 445 190 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 32 

社債型優先株 150 

計 182 

区分 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券 

株式 231 393 162 

債券 － － － 

その他 － － － 

計 231 393 162 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 34 

社債型優先株 150 

計 184 



前連結会計年度末（平成17年3月31日現在） 

  

1．時価のある有価証券 

  

2．時価評価されていない主な有価証券 

（注）1．前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損 0百万円を計上している。 

2．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。 

3．減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っている。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末(平成16年9月30日現在) 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引に関する注記を

省略している。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年9月30日現在) 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引に関する注記を

省略している。 

  

前連結会計年度末(平成17年3月31日現在) 

当社グループの利用しているデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引に関する注記を

省略している。 

  

  

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券 

株式 232 342 109 

債券 － － － 

その他 － － － 

計 232 342 109 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 34 

社債型優先株 150 

計 184 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日） 

 （注）1．事業区分の方法は製品の種類・性質・製造方法等の類似性に基づく製品系列によっている。 

2．各区分に属する主要な製品の名称 

3．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用245百万円の主なものは、当社の総務部門等管理部門に係

る費用である。 

  

当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

 （注）1．事業区分の方法は製品の種類・性質・製造方法等の類似性に基づく製品系列によっている。 

2．各区分に属する主要な製品の名称 

3．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用362百万円の主なものは、当社の総務部門等管理部門に係

る費用である。 

  

  
船舶事業 
（百万円） 

陸上事業
（百万円） 

サービス事
業 
（百万円） 

合計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 8,288 100 245 8,633 － 8,633

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

0 96 174 271 △271 －

計 8,288 197 419 8,905 △271 8,633

営業費用 7,779 188 432 8,400 △16 8,383

営業利益又は営業損失（△） 508 9 △12 504 △254 249

  (1)船舶事業 貨物船・自動車航送旅客船・コンテナ船・自動車専用運搬船等の商船建造及び各

種船舶・艦艇の改造修理等。 

  (2)陸上事業 土木建設及び農作物栽培装置、産業機械並びに鉄鋼構造物等の設計・製作。 

  (3)サービス事業 ホテルの経営、物品の販売等。 

  
船舶事業 
（百万円） 

陸上事業
（百万円） 

サービス事
業 
（百万円） 

合計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 6,243 893 227 7,363 － 7,363

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 134 180 314 △314 －

計 6,243 1,027 407 7,678 △314 7,363

営業費用 5,988 1,006 404 7,399 78 7,478

営業利益又は営業損失（△） 254 20 3 279 △393 △114

  (1)船舶事業 貨物船・自動車航送旅客船・コンテナ船・自動車専用運搬船等の商船建造及び各

種船舶・艦艇の改造修理等。 

  (2)陸上事業 土木建設及び農作物栽培装置、産業機械並びに鉄鋼構造物等の設計・製作。 

  (3)サービス事業 ホテルの経営、物品の販売等。 



前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

 （注）1．事業区分の方法は製品の種類・性質・製造方法等の類似性に基づく製品系列によっている。 

2．各区分に属する主要な製品の名称 

3．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用528百万円の主なものは、当社の総務部門等管理部門に係

る費用である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年

9月30日）及び前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日）において、在外連結子会社及び支店がないため

記載していない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年4月1日 至平成16年9月30日） 

 （注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

2．各区分に属する主な国又は地域 

3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載している。 

  

  
船舶事業 
（百万円） 

陸上事業
（百万円） 

サービス事
業 
（百万円） 

合計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 23,183 1,404 457 25,046 － 25,046

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ 436 355 792 △792 －

計 23,183 1,841 813 25,838 △792 25,046

営業費用 21,984 1,717 840 24,542 △270 24,271

営業利益又は営業損失（△） 1,199 124 △27 1,296 △521 774

  (1)船舶事業 貨物船・自動車航送旅客船・コンテナ船・自動車専用運搬船等の商船建造及び各

種船舶・艦艇の改造修理等。 

  (2)陸上事業 土木建設及び農作物栽培装置、産業機械並びに鉄鋼構造物等の設計・製作。 

  (3)サービス事業 ホテルの経営、物品の販売等。 

  アジア 
ラテンアメリ
カ 

ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 122 6,650 92 96 6,961

Ⅱ．連結売上高（百万円）     8,633

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

1.4 77.0 1.1 1.1 80.6

  (1)アジア （フィリピン他） 

  (2)ラテンアメリカ （パナマ他） 

  (3)ヨーロッパ （ドイツ他） 

  (4)その他の地域 （リベリア他） 



当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

 （注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

2．各区分に属する主な国又は地域 

3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載している。 

  

前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日） 

 （注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

2．各区分に属する主な国又は地域 

3.海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載している。 

  

  アジア ラテンアメリカ その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 49 4,179 276 4,505 

Ⅱ．連結売上高（百万円） 7,363 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

0.7 56.8 3.7 61.2 

  (1)アジア （フィリピン他） 

  (2)ラテンアメリカ （パナマ） 

  (3)その他の地域 （リベリア他） 

  アジア 
ラテンアメリ
カ 

ヨーロッパ その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 4,346 11,099 92 230 15,767

Ⅱ．連結売上高（百万円）     25,046

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上
高の割合（％） 

17.4 44.3 0.4 0.9 63.0

  (1)アジア （シンガポール他） 

  (2)ラテンアメリカ （パナマ他） 

  (3)ヨーロッパ （ドイツ他） 

  (4)その他の地域 （リベリア他） 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

  

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

  

１株当たり純資産額 164.80円

１株当たり中間純利益 3.55円

  

１株当たり純資産額 159.39円

１株当たり中間純損失 8.42円

１株当たり純資産額 171.18円

１株当たり当期純利益 11.73円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していない。 

  
前中間連結会計期間
(自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日) 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失(△)（百万円） 
78 △185 285 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 23 

（うち、利益処分による役員賞与金） （－） （－） （23） 

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は中間純損失(△)（百万円） 

78 △185 262 

期中平均株式数（千株） 21,994 21,991 21,993 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ．流動資産       

 1．現金及び預金   1,607  1,542 2,529  

 2．受取手形   255  1,041 578  

 3．売掛金   2,042  2,461 3,408  

 4．有価証券   100  － －  

 5．たな卸資産   6,763  11,288 6,100  

 6．その他 ※3 1,373  1,146 922  

貸倒引当金   △6  △26 △26  

流動資産合計    12,135 52.7 17,454 60.3  13,512 54.0

Ⅱ．固定資産       

 1．有形固定資産       

 (1)建物 ※1,2 1,662  1,881 1,876  

 (2)構築物 ※1,2 892  1,117 1,137  

 (3)ドック船台 ※1,2 410  393 398  

 (4)機械装置 ※1,2 1,029  1,561 1,670  

 (5)土地 ※2 4,272  4,272 4,272  

 (6)その他 ※1,2 460  733 659  

   計   8,727  9,960 10,014  

 2．無形固定資産   147  117 134  

 3．投資その他の資産       

 (1)投資有価証券そ  
  の他 

  2,191  1,681 1,662  

貸倒引当金   △185  △252 △285  

   計   2,006  1,428 1,376  

固定資産合計    10,881 47.3 11,506 39.7  11,526 46.0

資産合計    23,017 100.0 28,961 100.0  25,039 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ．流動負債       

 1．支払手形   2,758  3,678 4,752  

 2．買掛金   1,326  1,093 1,342  

 3．短期借入金 ※2 3,274  5,372 2,228  

 4．未払費用   632  797 931  

 5．未払法人税等   15  12 95  

 6．前受金   6,112  7,482 5,100  

 7．船舶保証工事引当
金 

  28  50 39  

 8．その他   244  266 735  

流動負債合計    14,393 62.6 18,754 64.8  15,225 60.8

Ⅱ．固定負債       

 1．長期借入金 ※2 2,855  4,222 3,622  

 2．再評価に係る繰延
税金負債 

  1,032  1,032 1,032  

 3．退職給付引当金   772  1,094 1,026  

 4．役員退職慰労引当
金 

  43  51 51  

固定負債合計    4,704 20.4 6,400 22.1  5,733 22.9

負債合計    19,098 83.0 25,155 86.9  20,959 83.7

（資本の部）       

Ⅰ．資本金    1,100 4.8 1,100 3.8  1,100 4.4

Ⅱ．資本剰余金       

 1．資本準備金   275  275 275  

 2．その他資本剰余金   255  255 255  

資本剰余金合計    530 2.3 530 1.8  530 2.1

Ⅲ．利益剰余金       

 1．中間（当期）未処
分利益 

  613  517 821  

利益剰余金合計    613 2.6 517 1.8  821 3.3

Ⅳ．土地再評価差額金    1,562 6.8 1,562 5.4  1,562 6.2

Ⅴ．その他有価証券評価
差額金 

   113 0.5 97 0.3  66 0.3

Ⅵ．自己株式    △0 △0.0 △1 △0.0  △1 △0.0

資本合計    3,919 17.0 3,806 13.1  4,079 16.3

負債・資本合計    23,017 100.0 28,961 100.0  25,039 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高    8,245 100.0 6,967 100.0  22,807 100.0

Ⅱ．売上原価    7,565 91.8 6,481 93.0  21,071 92.4

売上総利益    679 8.2 486 7.0  1,735 7.6

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

   473 5.7 630 9.1  1,046 4.6

営業利益又は 
営業損失(△) 

   205 2.5 △144 △2.1  689 3.0

Ⅳ．営業外収益       

 1．受取利息配当金   6  6 9  

 2．その他   9  3 6  

営業外収益計    15 0.2 9 0.1  16 0.1

Ⅴ．営業外費用       

 1．支払利息   59  77 132  

 2．その他   9  40 32  

営業外費用計    69 0.9 117 1.6  165 0.7

経常利益又は 
経常損失(△) 

   152 1.8 △251 △3.6  539 2.4

Ⅵ. 特別利益       

 1．投資有価証券売却
益 

  －  － 115  

特別利益計    － － － －  115 0.5

Ⅶ．特別損失       

 1．固定資産除却損   9  － 23  

 2．貸倒引当金繰入額    －  － 63  

 3．台風災害復旧損   －  － 5  

 4．投資有価証券評価
損 

  －  － 0  

 5．ゴルフ会員権評価
損 

  －  － 0  

特別損失計    9 0.1 － －  93 0.4

税引前中間（当期）
純利益又は税引前中
間純損失(△) 

   142 1.7 △251 △3.6  561 2.5

法人税、住民税及び
事業税 

  9  7 79  

法人税等調整額   75 85 1.0 △81 △74 △1.1 216 295 1.3

中間（当期）純利益 
又は中間純損失(△) 

   57 0.7 △177 △2.5  265 1.2

前期繰越利益    555 694  555 

中間（当期）未処分
利益 

   613 517  821 

        



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項  目 
前中間会計期間 

（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

1．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

（子会社株式） （子会社株式） （子会社株式） 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  （その他有価証券） （その他有価証券） （その他有価証券） 

   ・時価のあるもの  ・時価のあるもの ・時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

同左 

  

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定） 

   ・時価のないもの  ・時価のないもの ・時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2) たな卸資産 

   （原材料・貯蔵品）  （原材料・貯蔵品）  （原材料・貯蔵品） 

   個別法及び総平均法による原

価法 

同左 

  

同左 

  

   （半成工事）  （半成工事）  （半成工事） 

   個別法による原価法 同左 同左 

 2．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

 定率法 

 但し、平成10年4月1日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採

用している。 

 なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産については、

3年間で均等償却する方法を採

用している。 

 主な耐用年数は次のとおりで

ある。 

建物        7～65年 

構築物       7～60年 

ドック船台    15～45年 

機械装置       12年 

同左 同左 

  (2) 無形固定資産及び長期前払費

用 

(2) 無形固定資産及び長期前払費

用 

(2) 無形固定資産及び長期前払費

用 

   定額法 

 但し、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づ

く定額法を採用している。 

同左 同左 



項  目 
前中間会計期間 

（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

 3．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

いる。 

同左 同左 

  (2) 船舶保証工事引当金 (2) 船舶保証工事引当金 (2) 船舶保証工事引当金 

   新造船の保証工事に対する費

用支出に備えるため、保証期間

内のサービス費用見積額を計上

している。 

同左 同左 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。なお、会

計基準変更時差異については、

15年による按分額を費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

按分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理している。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。なお、

会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理している。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

按分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理している。 

  (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上している。 

同左  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上している。 

 4．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 



  

会計処理の変更 

  

項  目 
前中間会計期間 

（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

 5．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

 6．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用してい

る。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワッ

プについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を

採用している。 

同左 同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段） 

為替予約、金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

外貨建予定取引・外貨建預金

及び借入金利息 

同左 同左 

  (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

   内部規程に基づき、為替変動

リスク及び金利変動リスクをヘ

ッジしている。なお、実需に関

係のないデリバティブ取引は行

っていない。 

同左 同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジの有効性評価は、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象の対応関係

を確認することにより行ってい

る。 

同左 同左 

 7．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用している。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

───────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年8月9

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針第6号)を

当中間会計期間から適用している。 

これによる損益に与える影響はない。 

───────── 



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

 平成16年9月28日開催の当社取締

役会における決議をふまえ、当社と

100％出資子会社である㈱ニチゾウ

アイエムシー（以下ＩＭＣという）

は、平成16年11月16日に、平成17年

1月1日を合併期日とする合併契約書

を締結した。なお、当社は、この合

併について、商法第413条ノ3に定め

る簡易合併に該当するので株主総会

の承認を得ずに行う。 

  

 合併契約書の要旨は次のとおりで

ある。 

 1．合併の方式 

 当社を存続会社とする吸収合併

方式で、ＩＭＣは解散する。 

 2．合併に際して発行する新株式お

よびその割当 

 当社は、ＩＭＣの発行済株式の

全株式を所有しているので、合併

に際して新株の発行は行わず、Ｉ

ＭＣの株式を消却する。 

 3．増加すべき資本金等の額 

 当社が合併により増加すべき資

本金、資本準備金の額は、次のと

おりとする。 

 但し、合併期日におけるＩＭＣ

の資産および負債の状況により、

双方協議のうえ、これを変更する

ことができる。 

(1)資本金   増加しない。 

(2)資本準備金 商法第288条ノ2

第1項第5号の超過額とする。 

 4．合併期日 

 合併期日は、平成17年1月1日と

する。但し、合併手続きの進行上

必要あるときは、双方協議のう

え、この期日を変更することがで

きる。 

 5．会社財産の引継 

 ＩＭＣの平成16年12月31日現在

の一切の資産、負債および権利義

務を合併期日において、当社に引

き継ぐ。 

──────── ──────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日） 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 ※1．有形固定資産の減価償却累計額 ※1．有形固定資産の減価償却累計額 

12,751百万円 14,409百万円 14,094百万円 

※2.担保資産及び担保付債務 

①（財団抵当） 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

※2.担保資産及び担保付債務 

①（財団抵当） 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

※2.担保資産及び担保付債務 

①（財団抵当） 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 
  
建物 432百万円

構築物 417 

ドック船台 331 

機械装置 601 

土地 3,437 

その他 11 

計 5,232 

  
建物 406百万円

構築物 389 

ドック船台 312 

機械装置 519 

土地 3,437 

その他 9 

計 5,075 

建物 418百万円

構築物 402 

ドック船台 321 

機械装置 556 

土地 3,437 

その他 10 

計 5,147 

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 
  
短期借入金 850百万円

長期借入金 3,799 

（1年以内返済額を含む） 

計 4,649 

  
短期借入金 550百万円

長期借入金 4,244 

（1年以内返済額を含む） 

計 4,794 

短期借入金 550百万円

長期借入金 4,210 

（1年以内返済額を含む） 

計 4,760 

②（その他） 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

②（その他） 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 

②（その他） 

担保に供している資産は次のとおりであ

る。 
  
建物 139百万円

土地 24 

計 163 

  
建物 133百万円

土地 24 

計 157 

建物 136百万円

土地 24 

計 160 

担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 担保付債務は次のとおりである。 
  
長期借入金 150百万円

（1年以内返済額を含む） 

  
長期借入金 390百万円

（1年以内返済額を含む） 

長期借入金 120百万円

（1年以内返済額を含む） 

※3．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等を相殺し、

その差額（未収消費税等）は、流動資産の

「その他」に含まれている。 

※3．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等を相殺し、

その差額（未収消費税等）は、流動資産の

「その他」に含まれている。 

※3．     ───── 

315百万円 424百万円  

 4．運転資金の効率的な調達を行うため、主

要取引金融機関と当座貸越契約を締結して

いる。この契約に基づく当中間会計期間末

の借入金未実行残高等は次のとおりであ

る。 

 4．運転資金の効率的な調達を行うため、主

要取引金融機関と当座貸越契約を締結して

いる。この契約に基づく当中間会計期間末

の借入金未実行残高等は次のとおりであ

る。 

 4．運転資金の効率的な調達を行うため、主

要取引金融機関と当座貸越契約を締結して

いる。この契約に基づく当事業年度末の借

入金未実行残高等は次のとおりである。 

  
当座貸越限度額 2,492百万円

借入実行残高 750 

差引額 1,742 

  
当座貸越限度額 1,892百万円

借入実行残高 1,700 

差引額 192 

当座貸越限度額 2,492百万円

借入実行残高 － 

差引額 2,492 



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

  
減価償却実施額  

  有形固定資産 229百万円

  無形固定資産 19 

  
減価償却実施額  

  有形固定資産 330百万円

  無形固定資産 20 

減価償却実施額  

  有形固定資産 531百万円

  無形固定資産 39 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 1．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 1．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 1．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

項目 

有形固定資産 無形固 
  
定資産 
  
(百万円) 

  
合計 
  
  

(百万円)

機械装
置 
(百万円) 

その他 
  

(百万円) 

取得価
額相当
額 

132 121 49 303

減価償
却累計
額相当
額 

41 77 6 124

中間期
末残高
相当額 

91 43 43 178

  

項目 

有形固定資産 無形固
  
定資産 
  
(百万円)

合計 
  
  

(百万円)

機械装
置 
(百万円)

その他
  

(百万円)

取得価
額相当
額 

132 110 66 309

減価償
却累計
額相当
額 

60 65 19 145

中間期
末残高
相当額 

72 45 46 164

項目

有形固定資産 無形固 
  
定資産 
  
(百万円) 

  
合計 
  
  

(百万円)

機械装
置 
(百万円)

その他 
  

(百万円) 

取得価
額相当
額 

132 102 60 295

減価償
却累計
額相当
額 

50 65 12 127

期末残
高相当
額 

82 37 48 167

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。 

 2．未経過リース料中間期末残高相当額 2．未経過リース料中間期末残高相当額  2．未経過リース料期末残高相当額 
  

1年以内 48百万円

1年超 129 

計 178 

  
1年以内 51百万円

1年超 112 

計 164 

1年以内 50百万円

1年超 117 

計 167 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

している。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定している。 

 3．支払リース料及び減価償却費相当額  3．支払リース料及び減価償却費相当額  3．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24 

  
支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27 

支払リース料 48百万円

減価償却費相当額 48 

 4．減価償却費相当額の算定方法  4．減価償却費相当額の算定方法  4．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年9月30日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末（平成17年9月30日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはない。 

  

前事業年度末（平成17年3月31日現在） 

 子会社株式で時価のあるものはない。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項なし。 

  

  

前中間会計期間 
（自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日） 

  

１株当たり純資産額 178.18円

１株当たり中間純利益 2.61円

 

１株当たり純資産額 173.08円

１株当たり中間純損失 8.05円

１株当たり純資産額 184.71円

１株当たり当期純利益 11.29円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していない。 

  
前中間会計期間

(自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自平成16年4月 1日 
至平成17年3月31日) 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失(△)（百万円） 
57 △177 265 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 17 

（うち、利益処分による役員賞与金） (－) (－) (17) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間純損失(△)（百万円） 
57 △177 248 

期中平均株式数（千株） 21,994 21,991 21,993 



(2）【その他】 

 該当事項なし。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出した。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第80期）（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日）平成17年6月29日中国財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項なし。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月27日

内海造船株式会社     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
 指 定 社 員

 業務執行社員
  公認会計士 日根野谷 正人 印 

  
 指 定 社 員

 業務執行社員
  公認会計士 奥井 康夫   印 

          

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている内海

造船株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年4月1日から

平成16年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、内海造船株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月22日

内海造船株式会社     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
 指 定 社 員

 業務執行社員
  公認会計士 日根野谷 正人 印 

  
 指 定 社 員

 業務執行社員
  公認会計士 奥井 康夫   印 

          

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている内海

造船株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、内海造船株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月27日

内海造船株式会社     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
 指 定 社 員

 業務執行社員
  公認会計士 日根野谷 正人 印 

  
 指 定 社 員

 業務執行社員
  公認会計士 奥井 康夫   印 

          

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている内海

造船株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第80期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から平

成16年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、内海造船株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4月

1日から平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月22日

内海造船株式会社     

  取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
 指 定 社 員

 業務執行社員
  公認会計士 日根野谷 正人 印 

  
 指 定 社 員

 業務執行社員
  公認会計士 奥井 康夫   印 

          

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている内海

造船株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第81期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平

成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、内海造船株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月

1日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管している。 
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